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2014年07月28日【キーワード No.1,379】アクセス改善で「訪日外国人数」は一層増加（日本） 
2014年07月18日【キーワード No.1,374】今夏も国内旅行者数と旅行支出は過去最高！（日本） 

■IR議連は2010年4月に発足し、カジノについての議論を進め
てきました。その中で全国を約10のブロックに分け、当初3カ
所にカジノを含む統合型リゾートを建設し、最終的には10カ
所程度の建設を目指しています。当初の3カ所は東京圏、大
阪圏、沖縄が有力候補とされています。 

■「IR推進法案」の成立後、1年以内をメドに「IR実施法案」が
策定され、これが可決されることによりカジノを含めた統合
型リゾートの建設が開始されます。これは地方自治体が主
体で計画を進め、国の認可を得る形になると見られます。ま
た、カジノについては、地方自治体が民間企業を選定し、国
が免許を交付すると見られます。 

IR(統合型リゾート)推進法案(日本) 

2014年8月1日 

カジノを含めた統合型リゾートの整備を推進するための法案の一つで、「特定複合観光施設区域
整備法案」が正式名称です。これは日本でカジノを解禁する基本法にあたり、実際のカジノ建設に
は、同法案成立後1年以内をメドに策定される「IR実施法案」により詳細が定められることが必要で
す。これが可決されることで日本でのカジノ建設が本格的にスタートする見込みです。 

（No.1,383）〈マーケットレポートNo.3,716〉 

カジノ導入によるギャンブル依存症や犯罪の増加
などの問題も指摘されますが、次の「IR実施法案」
にこれら諸問題への対策が盛り込まれる見込み
です。同法案の審議が順調に進めば、東京オリン
ピックが開催される2020年には、日本でもカジノの
営業がスタートする見込みです。 

■来年のIR実施法案の審議に注目 ■経済波及効果は約7兆7,000億円？ 

秋の臨時国会で成立か？ 
超党派議員によるIR議連が推進 

当初は、東京圏、大阪圏、沖縄が有力 
IR実施法案で詳細が決定 

東京オリンピックの2020年にも、カジノ開始？ 

大阪商業大学は、日本全国の誘致を検討してい
る地域で、カジノを含めた総合型リゾートが認可さ
れた場合の経済波及効果は最大約7兆7,000億円
と試算しています。建設業やサービス業、小売業、
飲食業、エンターテイメントなど幅広い産業に恩恵
があると見られます。 

■「IR（Integrated Resort)推進法案」は昨年末に自民党、日本維新の会、生活の党共同の議員立法と
して国会に提出され、現在、継続審議中です。同法案は共産党、社民党などを除く超党派議員によ
る「国際観光産業振興議員連盟」(IR議連、2013年11月時点で171名の国会議員が所属)が原案を考
案しており、秋の臨時国会で可決される可能性が高いと見られます。 
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